
１．重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による低価法を採用している。

（２）固定資産の減価償却方法

： 定額法を採用している。

（３）引当金の計上基準

賞与引当金

退職給付引当金

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

財務諸表に対する注記

有形固定資産

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属す
る額を計上している。

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基
づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してい
る。

普通預金 20,000,000 0 0 20,000,000

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

小 計 20,000,000 0 0 20,000,000

特定資産

退職給与引当特定資産 42,214,051 5,426,337 0 47,640,388

山根徳太郎氏顕彰事業特定資産 152,032,015 0 4,513,300 147,518,715

小 計 194,246,066 5,426,337 4,513,300 195,159,103

合 計 214,246,066 5,426,337 4,513,300 215,159,103

科 目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産

小 計 20,000,000 (20,000,000) (0) (0)

普通預金 20,000,000 (20,000,000) － －

特定資産

退職給与引当特定資産 47,640,388 － － (47,640,388)

(47,640,388)

小 計 195,159,103 (0) (147,518,715) (47,640,388)

合 計 215,159,103 (20,000,000) (147,518,715)

山根徳太郎氏顕彰事業特定資産 147,518,715 － (147,518,715) －



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 94,265,280 77,229,162 17,036,118

什器備品 55,982,659 50,325,652 5,657,007

0

合 計 150,247,939 127,554,814 22,693,125

貸借対照表上
の記載区分

補助金

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合 計 0 620,100 620,100

科学研究費補助金
独立行政法人
日本学術振興会 0 620,100 620,100 0


